
公共下水道事業の決算概況

●令和4年度決算 （令和4年4月1日～令和5年3月31日）

1．業務量

単位 令和4年度
人 113,656
人 80,940
％ 71.2
人 75,146
％ 92.8

m3 11,954,347

m3 11,447,217

m3 7,723,566
％ 67.5

2．建設改良事業 （金額：税込）

（1）　管渠施設整備費
　　汚水管渠布設等工事〔4,383.79m（令和3年度からの繰越工事〔3,734.57m〕を含む。）〕を行いました。

決算額 1,078,092,534円
784,393,810円 ）

（2）　処理場施設整備費
　　防府浄化センター施設更新工事を行いました。

決算額 263,740,000円
260,000,000円 ）

普   及   率
水洗化人口

92.2
12,824,030
11,762,930

（うち令和3年度繰越分

（うち令和3年度繰越分

74,246

7,820,764
66.5

　　予算額　　  925,170,000円

年間有収水量
有   収   率

　　予算額　　2,003,655,710円

令和3年度
113,953
80,568

70.7
72,448

令和2年度
114,963
78,926

68.7

区　　　分
行政区域内人口
処理区域内人口

水洗化率
年間総処理水量

11,949,838
7,898,027

年間汚水処理水量

66.1

91.8
13,090,788



3．収益的収支の状況（損益計算書）

（※１）　繰出基準…国が定める地方公営企業と一般会計などの経費負担区分のこと。
　　　　　　　　　　　　　（雨水処理に要する経費などは一般会計の負担となります。）

○ 収益的収入及び支出

（A）： 施設の維持管理費、物件費及び検針、下水道使用料徴収などに
 　　　　　　　　　　 要した経費

（B）： 下水道施設などの固定資産を耐用年数に応じて費用分配した額
（C）： 施設建設などに要した借入金の支払利息
（D）： 繰出基準に基づく市からの一般会計繰入金
（E）： 償却資産の財源に充てた補助金などの減価償却見合い額を

　　　　 　　　　　　  　　 収益化した額

　収益的収支は、汚水と雨水を適正に処理するための経費（支出）と、それを賄うためにお
客様からお支払いいただいた下水道使用料や国の繰出基準（※１）に基づく一般会計から
の繰入金などの財源（収入）です。この収益的収支は、損益計算書と同一の内容を示してお
り、一会計期間（令和4年度は令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）の経営成績を表す
ものです。
　令和4年度の収支を前年度と比較すると、収入は、下水道使用料や一般会計からの繰入
金などが減ったことにより総額で減少し、また、支出は、減価償却費などが増えたものの支
払利息や維持管理費などが減ったことにより総額で減少しました。
　結果として、令和4年度決算（税抜）は、収入が29億656万円に対して、支出が27億9,124万
円となり、差し引きの純利益は1億1,532万円となりました。

長期前受金戻入
一般会計繰入金
支 払 利 息
減 価 償 却 費

維 持 管 理 費

29億656万円27億9,124万円

11億9,343万円

(41.1%)

9億4,248万円

(32.4%)

1億981万円

(3.9%)

3億3,502万円

(12.0%) 1,479万円

(0.5%)

1億1,532万円

5億4,355万円

(19.5%)

減価償却費(B)

1,881万円

(0.7%)

下水道使用料

その他

一般会計繰入金（Ｄ）

その他

維持管理費（Ａ）

人件費 純利益

施設の維持管理に要する経費と財源（税抜き）

17億8,405万円

(63.9%)

長期前受金戻入（Ｅ）
7億5,586万円

(26.0%)

支出 収入

支払利息（Ｃ）



4．資本的収支の状況

○ 資本的収入及び支出

（A）： 下水道管の布設、施設の改築・更新などの費用
（B）： 国などからの借入金の元金返済金
（C）： 国などからの借入金
（D）： 国からの補助金
（E）： 下水道の整備により利益を受ける人（土地所有者など）に、下水道

の建設にかかる費用の一部を負担していただくもの
（F）： 繰出基準に基づく市からの一般会計繰入金
（G）： 資金不足の補てん額（減価償却費を主とする内部留保資金）

※収入額には、翌年度に繰り越される支出の財源に充当する額を除く。

企 業 債 償 還 金
建 設 改 良 費

不 足 額
一般会計繰入金

受 益 者 負 担 金
補 助 金
企 業 債

　資本的収支は、下水道施設の整備などのための経費（支出）と、それに対する国などから
の補助金や借入金（企業債）等の財源（収入）です。
　令和4年度決算（税込）は、収入が13億8,214万円に対して、支出が27億8,701万円となり、
不足額14億487万円は損益勘定留保資金などの内部留保資金で補てんしました。

14億9,361万円

(53.6%)

12億7,821万円

(45.9%)

7億9,076万円

(57.2%)

4億2,148万円

(30.5%)

13億8,214万円

27億8,701万円

1,519万円

(0.5%)

建設改良費（Ａ）

企業債償還金（Ｂ）

（元金の返済）

その他

企業債

（借入金）（Ｃ）

補助金（Ｄ）

施設の建設改良に伴う経費と財源（税込み）

一般会計繰入金（Ｆ）
5,266万円

(3.8%)

受益者負担金（Ｅ）
1億1,700万円

(8.5%)

不足額 （Ｇ）

（損益勘定留保資金等で補てん）

14億487万円

収入

支出

その他

24万円

(0.0%)



5．貸借対照表

固 定 負 債 （A）： 支払期限が1年以上後になる企業債などの長期借入金や1年を超
えて使用される長期性引当金など

流 動 負 債（B）： 支払期限が1年以内の借入金、未払金や1年以内に使用される短
期性引当金など

繰 延 収 益（C）： 建物など、償却資産を取得する際に財源として過去に収入した国
  　　　　　　　　　　 庫補助金など
資 本 剰 余 金（D）： 土地など、非償却資産を取得する際に財源として過去に収入した
  　　　　　　　　　　 国庫補助金など

　貸借対照表は、資産、負債及び資本の状況により、決算日（令和5年3月31日）における
財政状態を表すものです。
　令和4年度決算では、総資産521億6,516万円に対して、負債総額456億4,109万円、資本
総額65億2,407万円となりました。
　資産の主なものは各家庭から排出された汚水を流す下水道管などの構築物で、資産全
体の約82％を占めています。
　また、負債・資本では、企業債などの固定負債が全体の約45％、繰延収益が約40％を占
めています。

(負債

456億4,109万円)

521億6,516万円

貸借対照表

233億7,684万円

(44.8%)

14億6,838万円

(2.8%)

56億2,348万円

(10.8%)

207億9,587万円

(39.9%)

6億3,052万円

(1.2%)
2億7,007万円

(0.5%)

11億5,056万円

(2.2%)
13億4,608万円

(2.6%)

425億1,063万円

(81.5%)

39億8,720万円

(7.6%)

14億9,788万円

(2.9%)

8億5,099万円

(1.6%)

8億2,182万円

(1.6%)

負債・資本

521億6,516万円

(資本

65億2,407万円)

土地

構築物

建物及び附属設備

固定負債（Ａ）

流動負債（Ｂ）

繰延収益（Ｃ）

資本金

資本剰余金（Ｄ）

当年度未処分利益剰余金その他流動資産

現金・預金

その他固定資産

機械及び装置

資産



●経営の仕組み

●財政状況

●処理区域内人口及び年間有収水量の推移

本市の処理区域内人口は、未普及地区への下水道管の布設などにより、わずかに増加しています。
年間有収水量（※２）は、使用水量の減少により伸び悩んでいます。

（※２）有収水量…下水道使用料収入の対象となる水量

　防府市の下水道は、平成23年度に「地方公営企業法」を適用し、その運営に必要な経費をお客様が
お支払いいただく下水道使用料と一般会計からの繰入金などで賄うことで、事業を運営しています。
　各ご家庭などから排出された汚水を適正に処理するためには、下水道管きょや処理場などの施設の
建設や改良が不可欠で、そのためには莫大な資金が必要となります。この資金は、国などからの補助
金や借入金（企業債）で調達しており、毎年借入金を返済しながら事業を経営しています。

　本市の公共下水道事業は、市街化区域内における下水道管きょなどの整備を進めており、処理区域
は拡大していますが、人口減少等に伴う使用水量の減少により下水道使用料の収入は令和３年度から
減少しています。また、老朽化が進んだ施設の更新等に要する支出や、企業債の元利償還金の負担に
加え、近年の大幅な物価高騰により費用が増大しており、厳しい経営状況となっています。
　今後も事業を持続的に経営し、安定的にサービスを提供するためには下水道使用料の改定が必要な
状況にあります。

74.6 75.3 75.9 76.0 77.3 

78.6 78.8 78.9 
80.6 80.9 

733 738 748 755 762 774

777 790 782

772

平成

25年度

平成

26年度

平成

27年度

平成

28年度

平成

29年度

平成

30年度

令和

元年度

令和

2年度

令和

3年度

令和

4年度

処理区域内人口

年間有収水量
処理区域内人口（千人） 年間有収水量（万㎥）

90

80

60

50

40

70

900

800

600

500

400

700



●下水道事業収益及び費用の推移

●企業債残高の推移

　収益は、有収水量の減少により下水道使用料が減少しているとともに、令和4年度は一般会計繰
入金などの減少もあって、前年度に比べ減少しています。
　一方、費用については、減価償却費などは増加傾向にありますが、令和4年度は支払利息などの
減少に伴い、前年度に比べ減少しています。

　企業債（施設建設などに充てる借入金）は下水道施設の建設に欠かせない財源ですが、一方でそ
の元利償還金は、将来の財政を圧迫する要因になります。
　企業債の残高については、ストックマネジメント計画に基づき、施設の更新費用を平準化することに
より、企業債残高の増加を抑制していくこととしています。
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